
・ ⑴のアからウのいずれかに該当することを証明する書類
（イ）都道府県は、受講の申込みをした専門里親希望者について書類審査を

行い、その受講の可否について、結果を専門里親希望者に通知しなけれ
ばならないこと。

なお、研修を他に委託している都道府県にあっては、受講者リストを
作成し、委託先に連絡しなければならないこと。

イ 研修の方法 イ 研修の方法
（ア）～（イ） 略 （ア）認定研修は、講義、演習及び実習により行うこと。

（イ）研修科目は、告示の別表に掲げるものであること。
（ウ）告示の別表の区分の欄に掲げるもののうち、養育の本質、目的及び （ウ）告示の別表の区分の欄に掲げるもののうち、養育の本質・目的及び対

対象の理解に関する科目に関する講義は、通信教育で行うこと。 象の理解に関する科目に関する講義は、通信教育で行うこと。
（エ）養育の内容及び方法の理解に関する講義は、スクーリングで行うこ （エ）養育の内容及び方法の理解に関する科目に関する講義は、スクーリン

と。 グで行うこと。
（オ）養育実習は、児童相談所、乳児院、児童養護施設、知的障害児施 （オ）養育実習は、児童相談所、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治

設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症 療施設又は児童自立支援施設で行うこと。
心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設で行
うこと。

ウ 研修科目の免除 ウ 研修科目の免除
略 児童相談所、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設又は児童

自立支援施設において現に児童を処遇する職員として勤務している者又は
離職してから３年以内の者、その他被虐待児の処遇に関し十分な知識及び
経験を有し都道府県知事が適当と認めた者については、養育実習を免除で
きること。

エ 研修期間 エ 研修期間
（ア）～（イ） 略 （ア）研修期間は、原則として、概ね３か月以上とすること。

（イ）養育の本質・目的及び対象の理解に関する科目については、１か月間
に履修できる科目は３科目までとすること。

（ウ）養育の内容及び方法の理解に関する科目については、スクーリング （ウ）養育の内容及び方法の理解に関する科目については、スクーリングの
の期間は概ね３日間とすること。 期間は、概ね３日間とすること。

（エ） 略 （エ）養育実習科目の実習期間は、のべ７日間とし、宿泊研修を１回は実施
しなければならないこと。

オ 養育実習 オ 養育実習
略 都道府県は、養育実習先の選定について、受講者と協議し、養育実習先

と調整を行うこと。
カ 受講期間の延長 カ 受講期間の延長

略 受講年度で全課程を修了できなかった者については、次年度に限り、受
講期間を延長して、未修了科目を受講することができること。

４ 更新研修 ４ 継続研修
(1) 略 ⑴ 対象者

専門里親の認定及び登録を受けている者
(2) 実施方法 ⑵ 実施方法

都道府県は、養育技術の向上等を目的として更新研修を実施すること。 都道府県は、養育技術の向上等を目的として継続研修を実施すること。
(3) 研修期間

概ね２日間とすること。
５ 修了認定 ５ 修了認定
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略 ⑴ 修了認定
都道府県は、専門里親研修の課程を修了した者に対して、修了認定を行う

こと。
⑵ 修了証書の交付

都道府県は、専門里親研修の課程を修了した者に対して、修了証書を交付
すること。

なお、専門里親研修の実施を他の機関に委託している場合には、委託先が
行う評価に基づいて修了認定を行い、修了証書を交付すること。

⑶ 修了証書交付の記録
都道府県は、修了証書を交付したときは、その旨を適当な方法により記録

しておくこと。
⑷ 修了証書の有効期間

修了証書の有効期間は、交付された日から２年間とすること。
６ その他

研修対象者のうち、３（１）イ又はウに該当する者であって、養育里親の登
録研修を受講していない者については、専門里親研修を修了したことをもって
養育里親研修を修了したものとみなす。
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